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○松本市建設工事共同企業体運用要綱 

平成８年７月１日 

告示第２２７号 

改正 平成１３年８月７日告示第３９３号 

平成２９年３月３１日告示第９７号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、共同企業体の在り方の適正化を図ることにより、建設業の健全な発展

に資するため、共同企業体を活用する場合の運用基準を定めるものとする。 

（共同企業体活用の原則） 

第２条 市が発注する建設工事は、単体の企業への発注を基本とするが、技術力の結集等に

より効果的な施工が確保できると認められる適正な範囲で、共同企業体を活用することが

できるものとする。 

（共同企業体の方式） 

第３条 共同企業体は、次の各号のいずれかの方式によるものとする。 

（１） 特定建設工事共同企業体 

（２） 経常建設共同企業体 

（特定建設工事共同企業体） 

第４条 特定建設工事共同企業体とは、建設工事の種類・規模等に照らし、共同企業体によ

る施工が必要と認められる場合に工事ごとに結成される共同企業体をいうものとする。 

２ 特定建設工事共同企業体の活用は、次によるものとする。 

（１） 対象工事は、技術的難度の高い建設工事（道路、橋梁、トンネル、ダム、下水道

等の土木構造物であって大規模なもの、大規模建築、大規模設備等の建設工事）等で、

発注者が必要と認める工事とする。 

（２） 構成員の数、組合せ、資格等は、次によるものとする。 

ア 構成員数 

２者又は３者とする。ただし、特に大規模であって、多数の工種にわたる等の事由

により、技術力を結集する必要があると認められる建設工事については、４者とする

ことができるものとする。 

イ 組合せ 

最上位等級に属する者のみの組合せとする。ただし、発注者が充分な施工能力を有

し、適正な共同施工が確保できると認めたときは、第２位等級に属する者を含めた組
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合せとすることができるものとする。 

ウ 資格 

構成員は、対象工事について次の要件を満たす者とする。 

（ア） 発注する工事に対応する工事種別について、松本市建設工事入札制度合理化

対策要綱（昭和４２年告示第１１号）第８条に規定する建設工事入札参加資格者名

簿（以下「入札参加資格者名簿」という。）に登載されていること。 

（イ） 当該工事について、単体企業として入札に参加する者でないこと。 

（ウ） 当該工事に対応する業種について、許可を有しての営業年数が３年以上ある

こと。 

（エ） 当該工事を構成する一部の工種を含む工事について、元請として一定の実績

があり、当該工事と同種の工事を施工した経験があること。 

（オ） 全ての構成員が、当該工事に対応する許可業種に係る監理技術者又は主任技

術者を、当該工事現場に専任で配置しうること。 

（カ） 対象工事ごとに市長が別に定める要件を満たしていること。 

エ 結成方法 

結成方法は、自主結成とする。 

（３） 出資比率は、構成員が自主的に定めるものとする。ただし、その最小出資比率は、

次のとおりとする。 

ア ２者の場合 

３０パーセント以上 

イ ３者の場合 

２０パーセント以上 

ウ ４者の場合 

１５パーセント以上 

（４） 代表者は、円滑な共同施工を確保するため施工能力の大きい者とし、その出資比

率は、構成員中最大とする。 

３ 特定建設工事共同企業体の構成員は、当該工事において他の特定建設工事共同企業体の

構成員となることはできないものとする。 

４ 結成された特定建設工事共同企業体のうち、当該工事の請負契約の相手方とならなかっ

た者は、当該工事に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。 

（経常建設共同企業体） 
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第５条 経常建設共同企業体とは、優良な中小建設業者が継続的な協業関係を確保すること

により、その経営力・施工力を強化するため結成する共同企業体をいうものとする。 

２ 経常建設共同企業体の活用は、次の各号によるものとする。 

（１） 対象工事は、単体の企業と同様に入札参加資格を有する業種及び等級に応じた工

事とする。 

（２） 構成員の数、組合せ、資格等は、次によるものとする。 

ア 構成員数 

２者又は３者とする。 

イ 組合せ 

同一等級又は直近等級に属する者の組合せとする。ただし、個別審査において、下

位の等級に属する者に十分な施工能力があると認められる場合には、構成員となる者

のうち、上位の等級にある者から直近２等級までに属する者の組合せとすることがで

きるものとする。 

ウ 資格 

構成員は、次の要件を満たす者とする。 

（ア） 入札参加資格を申請する業種について、許可を有しての営業年数が原則とし

て３年以上あること。 

（イ） 入札参加資格を申請する業種について、元請として一定の実績を有すること

を原則とすること。 

（ウ） 入札参加資格を申請する業種について、単体企業として入札参加資格者名簿

に登録されていないこと。 

（エ） 全ての構成員に、当該許可業種に係る監理技術者となることができる者又は

当該許可業種に係る主任技術者となることができる者が存し、工事の施工に当たっ

ては、これらの技術者を工事現場ごとに専任で配置し得ることを原則とすること。 

エ 結成方法 

自主結成とする。 

（３） 出資比率は、構成員が自主的に定めるものとする。ただし、その最小出資比率は、

次のとおりとする。 

ア ２者の場合 

３０パーセント以上 

イ ３者の場合 
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２０パーセント以上 

（４） 代表者は、構成員が自主的に定めるものとする。 

３ 経常建設共同企業体が、入札参加資格審査申請をしようとする場合、当該経常建設共同

企業体の構成員は、他の経常建設共同企業体の構成員となることはできないものとする。

ただし、当該経常建設共同企業体の構成員以外の者と、継続的な協業関係を確保でき、当

該経常建設共同企業体と業種が重複しない場合に限り、他の一の経常建設共同企業体の構

成員となることができるものとする。 

（入札参加資格審査申請） 

第６条 共同企業体を結成して競争入札に参加しようとする者は、共同企業体入札参加資格

審査申請書（様式第１号又は様式第２号）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出し

なければならない。ただし、松本市建設工事一般競争入札実施要綱（平成１０年告示第２

９号）第３条の規定により指定する工事に対して特定建設工事共同企業体を結成する場合

は、この限りでない。 

（１） 共同企業体協定書（様式第３号又は様式第４号） 

（２） 委任状（様式第５号） 

（３） 使用印鑑届（様式第６号） 

（４） 特定建設工事共同企業体にあっては、特定建設工事共同企業体構成員資格調書（様

式第７号） 

（５） 経営事項審査結果通知書、総合評定値通知書又は経営規模等評価結果通知書及び

経営状況分析結果通知書の写し 

（６） 前各号に掲げる書類のほか、市長が必要と認めたもの 

（適格性の審査） 

第７条 前条に規定する入札参加資格審査申請書を提出した共同企業体については、次の各

号により資格審査を行うものとする。 

（１） 客観的事項の審査 

経営に関する客観的事項の審査は、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２７条

の２３第３項の経営事項審査の項目及び基準を定める件（平成６年建設省告示第１４６

１号。以下「告示」という。）の規定に準じて行うものとし、経営規模、経営状況に係

る評点及びその他の評点項目は、次のとおりとする。 

ア 経営規模は、各構成員の年間平均完成工事高、自己資本額及び職員数のそれぞれの

和とする。 
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イ 経営状況分析に係る評点は、構成員について算出される経営状況分析得点（告示第

１の２に掲げる項目に係る付録の算式によって算出した数値に基づき、経営事項審査

の事務取扱について（平成６年建設省経建発第１３６号）別紙審査の結果を総合数値

で表す方法１の（３）の算式によって算出した数値）の平均値によるものとする。 

ウ その他の評点項目は、技術職員数については、各構成員の技術職員数の和とし、営

業年数については、構成員の営業年数の平均値によるものとする。 

（２） 主観的事項の審査 

共同企業体の工事施工能力に関する主観的事項の審査は、各構成員の前年度の完成工

事の成績を評定して行うものとする。 

（名簿の登載） 

第８条 前条の規定による審査の結果、入札参加資格があると認めたときは、特定建設工事

共同企業体に対しては、その旨を通知し、経常建設共同企業体に対しては、経常建設共同

企業体入札参加資格者名簿に登録するものとする。 

（入札書） 

第９条 競争入札における共同企業体の入札書には、当該共同企業体の名称及び代表者を明

記し、構成員の代表者全員が記名押印しなければならない。ただし、当該共同企業体の代

表者に入札に関する権限が委任されている場合は、この代表者が記名押印するものとする。 

（契約書） 

第１０条 共同企業体との契約の締結における契約書には、当該共同企業体の名称及び代表

者を明記し、構成員の代表者全員が記名押印しなければならない。ただし、当該共同企業

体の代表者に契約に関する権限が委任されている場合は、この代表者が記名押印するもの

とする。 

（代表者の権能） 

第１１条 工事の監督、請負代金の支払い等契約に基づく行為については、共同企業体の代

表者を相手方とするものとする。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成８年７月１日から施行する。 

附 則（平成１３年８月７日告示第３９３号） 

この告示は、平成１３年８月７日から施行する。 
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附 則（平成２９年３月３１日告示第９７号） 

この告示は、平成２９年４月１日から施行し、同日以後に行う入札の公告に係るものから

適用する。 
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様式第１号（第６条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第６条関係） 

様式第５号（第６条関係） 

様式第６号（第６条関係） 

様式第７号（第６条関係） 

 


